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株　主　各　位
東京都渋谷区道玄坂一丁目14番６号
株 式 会 社 Ｓ Ｋ Ｉ Ｙ Ａ Ｋ Ｉ
代表取締役社長 宮 瀬 卓 也

第17期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第17期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年４
月20日（月曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2020年４月21日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区赤坂二丁目５番６号

トスラブ山王健保会館　２階　会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第17期（2019年２月１日から2020年１月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計
監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第17期（2019年２月１日から2020年１月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 監査等委員でない取締役６名選任の件
第２号議案
第３号議案

監査等委員である取締役３名選任の件
補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上

※新型コロナウイルス「COVID-19」の感染拡大が懸念されていますが、株主総会にご出席される株主様におか
れましては、株主総会開催日時点での流行状況やご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感染予防
策にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申し上げます。
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　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。
　本招集ご通知において提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」
につきましては、法令及び当社定款第14条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://skiyaki.com/pages/ir/）に記載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりませ
ん。
　したがいまして、本招集ご通知提供書面は、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成す
るに際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部でございます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を
インターネット上の当社ウェブサイト（https://skiyaki.com/pages/ir/）に掲載させていただきます。
　本株主総会の決議ご通知につきましては、株主総会終了後インターネット上の当社ウェブサイト
（https://skiyaki.com/pages/ir/）に掲載いたします。

－ 2 －

招集ご通知



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2019年 2 月 1 日から
2020年 1 月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で、景気は緩やかな回復基調で
推移しましたが、米中貿易摩擦や英国のEU離脱問題などによる海外経済の不確実性が増しており、また、
新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡大が世界経済に及ぼす影響が懸念されるなど、今後の動向は
依然として不透明な状況が続いております。
　当社グループは、「創造革命で世界中の人々を幸せに」という企業理念の下、「“FanTech”分野で新た
なマーケットを創造し、世の中に価値を提供する」ことをビジョンに掲げ、世界中で利用されるプラット
フォームを目指して、FanTech領域におけるプラットフォーム事業を中心に事業を展開しております。
　現在、当社グループでは、ファンのためのワンストップ・ソリューションプラットフォーム「bitfan 
Pro」を中核とし、独自認証電子チケットサービス「SKIYAKI TICKET」、オンデマンドグッズサービス
「SKIYAKI GOODS」、スマートフォン決済サービス「SKIYAKI PAY」、オープンモデル（CtoC型）
ファンプラットフォーム「bitfan」、ライブ制作事業、旅行・ツアー事業、O2Oファンプラットフォーム
事業及びスポーツマーケティング事業等を展開しております。
　「bitfan Pro」では、主にファンクラブ（以下、「FC」という。）サービス及びアーティストグッズ等
のECサービスに係る収入を売上高に計上しております。
　FCサービスを取り巻く環境については、スマートフォン及び高速通信の普及が進み、モバイル端末機器
によるインターネットの利用環境が一層整備され、今後も安定的な成長が見込まれております。なお、個
人のスマートフォン保有率は60.9%に達し、端末別のインターネット利用率でもスマートフォンが59.7%
で最も高くパソコンを上回り（出所：平成30年版情報通信白書）、スマートフォンの位置づけはより重要
性を増しております。また、2006年以降、ライブ・コンサート市場規模は拡大傾向にあり（出所：一般社
団法人コンサートプロモーターズ協会）、会員向けに先行チケット販売サービスを提供するFCサービスに
対する需要は高まっております。
　ECサービスを取り巻く環境については、インターネットの普及及び通信の高速化を背景に市場は堅調に
成長しております（出所：平成30年版情報通信白書）。2019年のEC関連市場規模推計は、全体で19.5兆
円であり、2025年までには27.8兆円にまで拡大することが見込まれております（出所：野村総合研究所）。
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　このような外部環境を背景とし、当社グループでは、メジャーなアーティストのみならず、今後芽を出
すと見込まれる新人アーティストまで幅広く取り扱い、FCの有料会員の獲得を図ってきた他、漫画・アニ
メ・ゲーム領域やそれらを原作とする2.5次元ミュージカル、バーチャルYouTuber（VTuber）及びスポ
ーツクラブ等の新たなジャンルに係るFCを他社に先駆けて立ち上げ、競合他社との差別化を図って参りま
した。さらに、アーティストグッズ等のEC、電子チケット、QRコード決済、ファンクラブ旅行、ライブ
制作等のサービスをファンサイトと有機的に関連づけるとともに、オープンモデル（CtoC型）ファンプ
ラットフォーム「bitfan」の開発を重点的に行い、2019年５月にはEC機能であるbitfan store、2020年
１月には電子チケット機能であるbitfan PASSをリリースするなど、より魅力的なサービスを提供するた
めのプラットフォームの開発、多様化を進めております。また、事業拡大、社内管理体制強化のため、有
能な人材の採用を積極的に行って参りました。

　係る状況の下、FCサービスについては、サービス数及び有料会員数ともに前連結会計年度末比で堅調に
増加し、売上高の増加に貢献しました。当該売上高の増加に伴い、プロダクション向けロイヤリティ及び
決済代行業者向け回収手数料等の変動費が増加しました。
　ECサービスについては、サービス数は増加したものの商品の出荷金額は概ね前連結会計年度並みで着地
し、売上高は前連結会計年度比で微減となりました。
　ライブ制作事業については、前連結会計年度より連結の範囲に含めている株式会社SKIYAKI LIVE 
PRODUCTIONのライブ制作収入により、売上高が前連結会計年度比で増加するとともに、ライブ制作
原価の発生により売上原価が増加しました。
　その他、子会社の増加に伴う人件費及び経費の増加、積極採用による人員増及び昇給に伴う人件費の増
加、自社プラットフォーム開発に係る業務委託費の増加、積極的なM&Aの実施に伴う財務デュー・デリ
ジェンス費用及びのれん償却額の増加等により、販売費及び一般管理費が増加しました。
　また、持分法適用関連会社に対する投資の減損処理等により持分法による投資損失を営業外費用に計上
するとともに、特別損失として事業譲受及び連結子会社取得に係るのれん等の減損損失を計上しました。
　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高48億99百万円（前連結会計年度比20.0％増）、営業利益
99百万円（同56.6％減）、経常利益25百万円（同85.4％減）、親会社株主に帰属する当期純損失225百万
円（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純利益79百万円）となりました。
　なお、期末配当につきましては、当連結会計年度の業績に鑑み、誠に遺憾ながら無配とさせていただき
ました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、当連結会計年度から、「その他事業」に含まれて
いた「O2O事業」について量的な重要性が増したため、報告セグメントとして記載する方法に変更してお
ります。また、前連結会計年度のセグメント情報は、当連結会計年度の報告セグメントの区分に基づき作
成したものを開示しております。
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（プラットフォーム事業）
　FCサービスの売上高は、取扱いアーティスト数及び有料会員数の増加により29億91百万円（前連結会
計年度比26.0％増）となりました。なお、FCサービスは、売上高を総額計上しております。当該売上高の
増加に伴い、プロダクション向けロイヤリティ及び決済代行業者向け回収手数料等の変動費が増加しまし
た。
　ECサービスの売上高（販売手数料収入）は、サービス数は増加したものの商品の出荷金額は概ね前連結
会計年度並みとなり、5億54百万円（同4.6％減）となりました。なお、ECサービスは、当社が受領する
販売手数料収入を売上高として純額計上しております。
　その他の売上高は、「SKIYAKI TICKET」、「SKIYAKI GOODS」及び「SKIYAKI PAY」及びオー
プンモデルの「bitfan」等のサービス提供や、クラウドファンディング・プラットフォームサービスの提
供、その他上記に含まれないサービスに係るシステム提供及びサイト構築及び運営業務の受託等により、
1億43百万円（同0.8％増）となりました。
　その他、積極採用による人員増及び昇給に伴う人件費の増加、自社プラットフォーム開発に係る業務委
託費の増加、積極的なM&Aの実施に伴う財務デュー・デリジェンス費用及びのれん償却額の増加等によ
り、販売費及び一般管理費が増加しました。
　この結果、売上高36億88百万円（同19.1％増）、セグメント利益1億78百万円（同12.9％減）となりま
した。

（ライブ制作事業）
　前連結会計年度より連結の範囲に含めている株式会社SKIYAKI LIVE PRODUCTIONにおいて、アー
ティストのライブ・コンサート等の制作を行っております。ライブ制作事業では、アーティストのライブ
制作収入として売上高10億67百万円（同19.2％増）を計上した一方で、内部管理体制強化及び営業機能
強化を目的とした役員及び従業員の増員により、先行投資費用として人件費が増加したこと、及び一部営
業債権について貸倒引当金繰入額49百万円を計上したこと等により、セグメント損失△56百万円（前連結
会計年度はセグメント利益75百万円）となりました。また、同社の株式取得時に計上したのれん及び営業
上の契約に基づき計上した長期前払費用について、減損損失165百万円を特別損失に計上しました。
　なお、前第２四半期連結会計期間よりライブ制作事業を開始したため、当連結会計年度におけるライブ
制作事業の売上高については、前連結会計年度と比較して相対的に大きな金額となっております。

（O2O事業）
　連結子会社である株式会社SKIYAKI APPSにおいて、O2O（インターネットなどのオンラインから、
店舗などのオフラインへ消費者を呼び込むための施策であり、「Online to Offline」の略称）ファンプラ
ットフォームの開発・運営を行っております。
　O2O事業では、ライブを軸にアーティストとファンを繋ぐ、国内最大級の音楽ライブ情報サービス
「LiveFans（ライブファンズ）」、及び自分の趣味嗜好をベースに、イベントに行く仲間を簡単に探す
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ことができるSNSサービス「AMIPLE（アミプル）」の広告・課金収入に加え、街コンをはじめとするリ
アル交流イベントを首都圏を中心に多数開催するイベントサービス「ecle（えくる）」の売上等を計上し、
売上高86百万円（同362.1％増）、セグメント損失△28百万円（前連結会計年度はセグメント損失△26百
万円）となりました。また、同社が他社からの事業譲受けにより計上したのれんについて、減損損失16百
万円を特別損失に計上しました。
　なお、当連結会計年度から、「その他事業」に含まれていた「O2O事業」について量的な重要性が増し
たため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。また、前連結会計年度のセグメント情
報は、当連結会計年度の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しております。

（その他事業）
　その他事業の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社である株式会社
ロックガレージが行う旅行・ツアー事業、株式会社SEA Globalが行うスポーツマーケティング事業、韓
国に所在する在外子会社であるSKIYAKI 82 Inc. (旧Ahago Co., Ltd）が行う韓国におけるメディア・マ
ネジメント・eコマース運営事業等であります。
　その他事業では、ファンクラブ旅行パッケージ販売収入及びスポーツコンサルティング収入等を計上し
た一方で、前連結会計年度末において全株式売却により連結の範囲から除外した株式会社リアニメーショ
ンにおける売上高がなくなった影響により相対的に売上高が減少し、人件費及びのれん償却額等を中心と
した先行投資費用の発生により、販売費及び一般管理費が増加しました。
　この結果、売上高56百万円（同21.6％減）、セグメント損失△5百万円（前連結会計年度はセグメント
損失△14百万円）となりました。また、株式会社SEA Globalの株式取得時に計上したのれんについて、
減損損失6百万円を特別損失に計上しました。

セグメント及びサービス別売上高

事 業 区 分

第 16 期
（2019年１月期）
（前連結会計年度）

第 17 期
（2020年１月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業

F C サ ー ビ ス 2,374百万円 58.1％ 2,991百万円 61.1％ 617百万円 26.0％

E C サ ー ビ ス 581 14.2 554 11.3 △26 △4.6

そ の 他 143 3.5 142 2.9 0 0.7

ラ イ ブ 制 作 事 業 896 21.9 1,067 21.8 171 19.2

O 2 O 事 業 18 0.5 86 1.8 67 362.1

そ の 他 事 業 72 1.8 57 1.2 △15 △21.4

合 計 4,086 100.0 4,899 100.0 814 20.0
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は8百万円で、その主なも
のは次のとおりであります。

当連結会計年度中に完成した主要設備
自社開発プラットフォームに係る機能追加及び付加価値向上のためのソフトウェア開発費　8百万円

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中の譲渡制限付株式報酬としての新株の発行及びストック・オプションの行使により、
46百万円の資金調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　当連結会計年度中に、街コンをはじめとするリアル交流イベントを首都圏を中心に多数開催するイベン
トサービス「ecle（えくる）」を、他の会社からの事業譲受けにより取得しました。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当連結会計年度中に、以下の会社の株式を取得し、連結子会社又は持分法適用関連会社としています。

・2019年７月　株式会社コンテンツレンジの発行済株式の34.0%を取得し、持分法適用関連会社化
・2019年11月　ディグ株式会社の発行済株式の36.4%を取得し、持分法適用関連会社化
・2019年12月　SKIYAKI 65 Pte. Ltd.を100％子会社としてシンガポールにて設立
・2019年12月　韓国においてSKIYAKI 82 Inc. (旧Ahago Co., Ltd）の発行済株式の60.0％を取得し、

連結子会社化
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 14 期
(2017年１月期)

第 15 期
(2018年１月期)

第 16 期
(2019年１月期)

第 17 期
(当連結会計年度)
(2020年１月期)

売 上 高(百万円) － 2,487 4,084 4,899

経 常 利 益(百万円) － 216 172 25
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 又 は 親 会 社
株 主 に 帰 属 す る 当 期 純
損 失 （ △ ）

(百万円) － 181 79 △225

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は １ 株 当 た り 当 期 純
損 失 （ △ ）

(円) － 19.05 7.69 △21.33

総 資 産(百万円) － 2,911 3,062 3,140

純 資 産(百万円) － 1,160 1,225 1,018

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) － 110.92 114.70 92.66

（注）１．当社は、第15期より連結計算書類を作成しております。
２．当社は、2018年８月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。第15期の期首に当該株式分割

が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び１株当たり純資産を算定して
おります。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 14 期
(2017年１月期)

第 15 期
(2018年１月期)

第 16 期
(2019年１月期)

第 17 期
(当事業年度)
(2020年１月期)

売 上 高(百万円) 1,710 2,472 3,098 3,688

経 常 利 益(百万円) 144 223 191 201

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）(百万円) 115 184 78 △210

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ）

(円) 12.58 19.35 7.56 △19.96

総 資 産(百万円) 1,225 2,898 2,846 2,958

純 資 産(百万円) 260 1,152 1,201 1,005

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 28.44 110.86 115.21 94.11
（注）当社は、2017年６月１日付で普通株式１株につき20株の株式分割を、2018年８月１日付で普通株式１株につき５株の

株式分割を行っております。第14期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は１株当た
り当期純損失（△）及び１株当たり純資産を算定しております。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の

議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社ロックガレージ 10百万円 55.0％ 旅行・ツアー事業
株式会社SKIYAKI LIVE 
PRODUCTION 10百万円 90.9％ ライブ・コンサート制作事業

株式会社SKIYAKI APPS 99百万円 73.1％ O2Oファンプラットフォーム事業

株式会社SEA Global 17百万円 80.6％ スポーツマーケティング事業

SKIYAKI 65 Pte. Ltd.（注）１ 0百万円 100.0％ シンガポールにおける当社プラットフォー
ムのプロモーション及びサービス提供

SKIYAKI 82 Inc.
(旧Ahago Co., Ltd）（注）２ 1百万円 60.0％ 韓国におけるメディア・マネジメント・eコマー

ス運営事業
（注）１．2019年12月にSKIYAKI 65 Pte. Ltd.を設立し、連結子会社といたしました。

２．2019年12月にSKIYAKI 82 Inc.の発行済株式の過半数を取得し、連結子会社といたしました。
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⑷　対処すべき課題
　当社グループが属する音楽業界・エンタテインメントを主として取り扱うIT業界においては、当社グルー
プ及び大手数社がシェアを占める構図になっております。
　このような状況の下、当社グループは、ワンストップ・ソリューションプラットフォーム「bitfan Pro」
の優位性が他社に対する強みであると考えており、その強みを活かして多くのコンテンツホルダー企業に対
して継続的に営業を行って参りました。その結果、多くのコンテンツホルダー企業との間で業務提携契約を
締結することができ、会員数を伸ばして参りました。
　一方で、現状、小規模な組織により事業を運営していることもあり、コーポレート・ガバナンスの強化も
重要な課題として認識しております。また、当社グループのサービスの要である「bitfan Pro」に更なる競
争力を持たせるとともに、オープンモデルのファンプラットフォーム「bitfan」の機能拡充を進めるため、
一層十分な開発リソースを確保していく必要があることも課題として認識しております。
　以上を踏まえ、当社グループとしましては、以下の具体的な課題に取り組んで参ります。

①人材の確保
　現在IT業界においては、優秀なエンジニアの確保が困難な状況が続いております。当社グループとしまし
ては、従業員が働きやすい環境づくりや福利厚生の充実を図っております。
　具体的には、まず、独自開発の社内業務管理システム「INTRA」や電子稟議システムの導入等により業務
の効率化を推進することで、従業員が仕事とプライベートを両立できる環境の構築に努めており、当連結会
計年度における従業員の月平均の所定外労働時間は、全体で約７時間34分、エンジニアに限ると約４時間９
分となっております（いずれも2019年２月１日～2020年１月31日実績。なお、一般社団法人情報サービス
産業協会が2020年３月に公表した「2019年版　情報サービス産業　基本統計調査」によれば、同協会に加
盟する事業者におけるエンジニアの月平均の所定外労働時間は、約20時間25分）。
　また、リモートワーク制度を導入し、従業員が在宅で就業できる環境を整備するとともに、時間単位有給
休暇制度の導入や年次有給休暇の計画的取得の推奨等の施策により、従業員が有給休暇を取得しやすい環境
を整備しており、当連結会計年度における有給消化率は98.4％でした。
　加えて、若手従業員を対象に実施するビジネス研修会や、エンジニアが集まり定期的に開催する社内勉強
会などの施策により、従業員に学びと気付きの機会を提供しております。
　さらに、求職者を惹きつけるような魅力あるアーティストのファンクラブ・ファンサイトを継続的にリリ
ースしていくこと自体が、当社グループの業務の魅力とやりがいをわかりやすい形で伝えるための重要な手
段になると考えております。

－ 10 －
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②コンテンツ力の更なる強化
　当社グループでは、既存コンテンツの継続的な成長に加え、新規コンテンツの獲得のための新たなパート
ナー獲得に向けた取り組みを行っております。引き続き、多くのライツホルダー企業とのアライアンスの促
進や、ブレイク前のアーティストの発掘等を行って参ります。また、新たなジャンルの開拓として、漫画・
アニメ等とそれらを対象とした2.5次元ミュージカル、バーチャルYouTuber、スポーツクラブ、一般企業向
け案件等に対する営業活動を強化し、当社サービスを利用していただくライツホルダーと一般ユーザーの双
方にメリットを提供できるよう、積極的にコンテンツを拡充して参ります。

③内部管理体制の強化
　当社が今後一層の事業拡大を進めるとともに事業環境の変化に適応していくためには、内部管理体制を強
化していくことも重要であると考えております。当社としましては、内部統制の実効性を高めコーポレー
ト・ガバナンスを強化していくことで、リスク管理の徹底や業務の効率化を図って参ります。

④システム基盤の強化
　当社グループが掲げる「創造革命」を実現するには、単なるコンテンツの提供者ではなく、トータルソリ
ューションを提供するプラットフォーマーとしての立ち位置を確立することが必要であり、自社開発と他社
との提携を組み合わせてプラットフォーム機能の拡充を進めております。また、当社グループは収益の基盤
となるサービスをインターネット上で展開していることから、システム稼働の安定性を確保することが重要
な経営課題であると認識しております。「bitfan Pro」をはじめとする当社サービスの利用者増加に対応す
るための負荷分散や、オープンモデルの「bitfan」の機能拡充等、継続的にシステム基盤と機能の強化を図
っていく方針であります。

⑤会員情報の管理体制
　当社グループの事業では多数の会員の個人情報を取り扱っており、その数はサービスの拡大に比例して増
加しております。そのため、今後個人情報の管理体制をより一層厳格に行うことを重要な課題として認識し
ております。
　不正アクセス等への事前対策はもちろん、情報漏洩の多くが内部の関係者のヒューマンエラーに起因して
いるという実情を踏まえ、情報の取り扱いに関する社内規程を厳格に定め、全役社員を対象に情報セキュリ
ティに関する社内研修を定期的に実施するとともに、毎年機密情報・個人情報の適切な管理に関する誓約書
を提出させるなど、引き続き全役社員の情報管理意識及び情報リテラシーの向上に努めております。
　加えて、当連結会計年度においては、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に関する国際規格
「ISO/IEC27001：2013」の認証を取得し、より強固な情報管理体制を構築するとともに、万が一の事態
に備え、個人情報漏洩時の損害保険にも加入しております。

－ 11 －
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⑥グローバルな事業展開
　当社グループでは、社名にも想いを込めたように、グローバルな事業展開を目指しております。「bitfan 
Pro」及びオープンモデルの「bitfan」を中核とした当社グループのサービスをグローバルに展開し、世界中
のアーティスト・クリエイターに利用してもらえるよう、現地でのパートナー企業の選定、協業の際の当社
グループシステムとの連携等の推進を重要な経営課題として認識しております。当連結会計年度においては、
シンガポールにおいて100％子会社であるSKIYAKI 65 Pte. Ltd.を設立し、韓国においてSKIYAKI 82 Inc.
（旧Ahago Co., Ltd）を連結子会社化しましたが、今後は同子会社を拠点として、世界中で利用されるプラ
ットフォームを目指して参ります。

⑦他の企業との資本提携の推進
　当社グループは、当連結会計年度末日時点において当社及び連結子会社６社、持分法適用関連会社４社に
より構成されておりますが、当社グループを取り巻く事業環境の急激な変化に対応し、収益基盤をより一層
強化するためには、他の企業との資本提携の推進が必要であると考えております。
　今後の具体的なM&A戦略として、当社グループとのシナジーが見込まれる以下の事業領域における企業
との資本提携を検討しております。

・既存サービスに関連する事業領域（ファンクラブ、EC、チケット、コンサート、イベント、旅行、映像
等）

・既存又は新たに提供するコンテンツに関連する事業領域（音楽、漫画、アニメ、出版、舞台、ミュージカ
ル、キャラクター、ゲーム、eスポーツ、スポーツ等）

・新たな技術革新に関連する事業領域（VR、AR、MR、AI、ブロックチェーン、仮想通貨、個人間決済等）

－ 12 －
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⑸　主要な事業内容（2020年１月31日現在）
　当社グループは、ワンストップ・ソリューションプラットフォームである「bitfan Pro」を中核としたプラ
ットフォーム事業、ライブ制作事業及びO2O事業を主な事業としております。
　プラットフォーム事業のサービス別の区分として、FCサービス、ECサービス、電子チケットサービス
「SKIYAKI TICKET」、オンデマンドグッズサービス「SKIYAKI GOODS」、スマートフォン決済サービス
「SKIYAKI PAY」、オープンモデルの「bitfan」等のサービスを提供しております。
　ライブ制作事業は、日本の音楽シーンを代表する数々の著名なアーティストのコンサート・イベント制作を
中心に行っており、当社グループが展開するプラットフォーム事業との親和性が非常に高く、当社グループが
すでにサービスを提供している多くのアーティストに対して、ファンクラブ・ファンサイト、アーティストグ
ッズ等のEC、電子チケット及びスマートフォン決済サービス等の既存サービスに加えて、ライブ・コンサート
制作を一気通貫で提供することで、より多面的かつ複合的なサービスの提供を可能にしております。
　O2O事業は、連結子会社である株式会社SKIYAKI APPSにおいて、O2O（インターネットなどのオンライ
ンから、店舗などのオフラインへ消費者を呼び込むための施策であり、「Online to Offline」の略称）ファン
プラットフォームの開発・運営を行っており、ライブを軸にアーティストとファンを繋ぐ、国内最大級の音楽
ライブ情報サービス「LiveFans（ライブファンズ）」、自分の趣味嗜好をベースに、イベントに行く仲間を簡
単に探すことができるSNSサービス「AMIPLE（アミプル）」、街コンをはじめとするリアル交流イベントを
首都圏を中心に多数開催するイベントサービス「ecle（えくる）」等のサービスを提供しております。
　なお、当連結会計年度から、「その他事業」に含まれていた「O2O事業」について量的な重要性が増したた
め、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。
　その他事業として、連結子会社である株式会社ロックガレージにおける旅行・ツアー事業、株式会社SEA 
Globalにおけるスポーツマーケティング事業、SKIYAKI 65 Pte. Ltd.における当社プラットフォームのプロモ
ーション及びサービス提供、SKIYAKI 82 Inc.(旧Ahago Co., Ltd）におけるメディア・マネジメント・eコマ
ース運営事業、持分法適用会社であるRemember株式会社におけるクラウドエージェントサービス、株式会社
3DAYにおけるペット関連事業、株式会社コンテンツレンジにおけるアーティストマネジメント事業、ディグ
株式会社における人材紹介・就活支援事業等を行っております。
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⑹　主要な事業所（2020年１月31日現在）
①　当社

本社：　東京都渋谷区

②　子会社
株式会社ロックガレージ 本社：　東京都渋谷区
株式会社SKIYAKI LIVE PRODUCTION 本社：　東京都渋谷区
株式会社SKIYAKI APPS 本社：　東京都渋谷区
株式会社SEA Global 本社：　東京都渋谷区
SKIYAKI 65 Pte. Ltd. 本社：　10 Central Exchange Green, Singapore
SKIYAKI 82 Inc. (旧Ahago Co., Ltd） 本社：　韓国ソウル

⑺　使用人の状況（2020年１月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 73（9）名 11名増（3名減）

ラ イ ブ 制 作 事 業 10（－） －（1名減）

O 2 O 事 業 5（1） 1名増（1名増）

そ の 他 事 業 3（－） 2名増（－）

合 計 91（10） 14名増（3名減）

（注）使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含
む。）であり、臨時雇用者（アルバイト、パートタイマー及び契約社員）は、最近１年間の平均人員を（　）内に外数
で記載しております。
なお、当連結会計年度から事業区分を変更したため、前連結会計年度末比増減については、前連結会計年度の数値を変
更後の事業区分に組み替えて比較しております。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

73（9）名 11名増（3名減） 33.2歳 3.3年

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者（アル
バイト、パートタイマー及び契約社員）は、最近１年間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。
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⑻　主要な借入先の状況（2020年１月31日現在）
借入先 借入額

森　統則 8百万円

西京信用金庫 3百万円

株式会社東日本銀行 0百万円
（注）連結子会社である株式会社SEA Globalにおける借入金であります。

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2020年１月31日現在）

①　発行可能株式総数 36,700,000株
②　発行済株式の総数 10,687,000株
（注）譲渡制限付株式報酬としての新株の発行により、発行済株式の総数は30,000株増加し、ストック・オ

プションの行使による新株の発行により、発行済株式の総数は230,000株増加しました。
③　株主数 3,755名（うち単元株主数　3,347名）
④　大株主の状況（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

カ ル チ ュ ア ・ エ ン タ テ イ ン メ ン ト 株 式 会 社 3,655千株 34.20％

株 式 会 社 Ａ ｒ ａ ｒ ｉ ｋ 1,002千株 9.38％

本 多 智 洋 522千株 4.88％

宮 瀬 卓 也 517千株 4.84％

J . P . M o r g a n  S e c u r i t i e s  p l c 363千株 3.40％

B N Y  G C M  C L I E N T  A C C O U N T
J P R D  A C  I S G  ( F E - A C ) 221千株 2.07％

豊 田 洋 輔 140千株 1.31％

株 式 会 社 ｐ ｏ ｒ ｔ ａ ｓ 125千株 1.16％

高 山 義 雄 91千株 0.85％

楽 天 証 券 株 式 会 社 90千株 0.84％

（注）持株比率は自己株式（260株）を控除して計算しております。
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⑵　新株予約権等の状況
　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

第 ４ 回 新 株 予 約 権 第 ５ 回 新 株 予 約 権
発 行 決 議 日 2014年５月15日 2015年６月11日
新 株 予 約 権 の 数 100個 1,530個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 10,000株
(新株予約権１個につき100株)

普通株式 153,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要し
ない

新株予約権と引換えに払い込みは要し
ない

新株予約権の行使に際して出資される
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
7,000円

(１株当たり　70円)

新株予約権１個当たり
7,000円

(１株当たり　70円)

権 利 行 使 期 間 2016年５月16日から
2023年５月17日まで

2017年６月12日から
2025年６月11日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員を除く。）

新株予約権の数 30個
目的となる株式数 3,000株
保有者数 1名

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

新株予約権の数 100個
目的となる株式数 10,000株
保有者数 1名

（注）１．権利者は、当社の株式が日本国内外の金融商品取引所に上場された日から１年を経過する日まで、本新株予約権を
行使できない。ただし、当社取締役会において、特に認めた場合はこの限りではない。
また、権利行使時において、以下の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会において、特に認めた場合は
この限りではない。
①当社及び当社子会社の役員又は従業員たる地位
②当社取締役会において社外協力者として認定された地位
その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けたものとの間で締結した「第４回新株予約権割当契約（A）」で定
めるところによる。

２．権利者は、当社の株式が日本国内外の金融商品取引所に上場された日から１年を経過する日まで、本新株予約権を
行使できない。ただし、当社取締役会において、特に認めた場合はこの限りではない。
また、権利行使時において、以下の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会において、特に認めた場合は
この限りではない。
①当社及び当社子会社の役員又は従業員たる地位
②当社取締役会において社外協力者として認定された地位
その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けたものとの間で締結した「第５回新株予約権割当契約（A）」で定
めるところによる。

３．上記のうち、取締役（監査等委員を除く。）１名に付与している第４回新株予約権は、取締役（監査等委員を除く。）
就任前に付与されたものであります。

４．2017年６月１日付で行った普通株式１株につき20株とする株式分割及び2018年８月１日付で行った普通株式１株
を５株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される
財産の価格」は調整されております。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役の状況（2020年１月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 宮 瀬 卓 也
株式会社Ararik　代表取締役
株式会社SKIYAKI APPS　取締役
SKIYAKI 65 Pte. Ltd.　取締役
SKIYAKI 82 Inc.　取締役

取 締 役 戸 﨑 勝 弘
当社SCグループ（現PROグループ）担当取締役
株式会社ロックガレージ　取締役
株式会社SEA Global　取締役

取 締 役 酒 井 真 也
公認会計士
当社FAグループ担当取締役
Remember株式会社　取締役

取 締 役 那 須 　 淳 当社第一技術開発室（現BFグループ）担当取締役

取 締 役 小 久 保 　 知 　 洋 当社第二技術開発室（現BFグループ）担当取締役

取 締 役 菅 沼 博 道
カルチュア・エンタテインメント株式会社　取締役
CCCミュージックラボ株式会社　取締役
C&Iエンタテインメント株式会社　取締役
株式会社ネコ・パブリッシング　取締役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ・ 常 勤 ） 豊 田 洋 輔

株式会社ロックガレージ　監査役
株式会社SKIYAKI APPS　監査役
株式会社SKIYAKI LIVE PRODUCTION　監査役
株式会社3DAY　監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 井 上 昌 治

弁護士
弁護士法人マーキュリー・ジェネラル所属
株式会社ロングリーチグループ　社外取締役
KLab株式会社　社外取締役（監査等委員）
ファーストキッチン株式会社　社外取締役
株式会社ザッパラス　社外取締役（監査等委員）
アララ株式会社　社外取締役（監査等委員）
株式会社DECEM　社外監査役
富士通コンポーネント株式会社　社外取締役（指名委
員、報酬委員）

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 近 田 直 裕

公認会計士、税理士
近田公認会計士事務所　所長
興亜監査法人　代表社員
RIZAPグループ株式会社　社外取締役（監査等委員）
株式会社DECEM　社外監査役

（注）１．取締役（監査等委員）井上昌治氏及び取締役（監査等委員）近田直裕氏は、社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）近田直裕氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
３．当社は、監査等委員会の職務を補助する者を配置していないため、取締役 豊田洋輔氏を常勤の監査等委員として選

定しております。
４．当社は、社外取締役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．株式会社Ararikは、代表取締役社長 宮瀬卓也氏の資産管理会社であります。
６．2019年４月22日開催の第16期定時株主総会終結の時をもって、取締役 呉島孟倉氏は任期満了により退任いたしま

した。
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②　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役である各監査等委員とは、当社定款に基づき、会社法第427条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当社定款の定めにより
法令に定める最低責任限度額としております。

③　取締役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く 。 ）
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

7名
（0）

102百万円
（0）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

3名
（2）

16百万円
（8）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

10名
（2）

119百万円
（8）

（注）１．上記には、2019年４月22日開催の第16期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員を除く。）
１名を含んでおります。また、当事業年度に係る取締役（監査等委員を除く。）５名に対する株式報酬に係る費用
計上額21百万円が含まれております。

２．取締役の報酬限度額は、2016年４月28日開催の第13期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く。）に
ついては年額300百万円以内、取締役（監査等委員）については年額50百万円以内と決議いただいております。ま
た別枠で、2018年４月26日開催の第15期定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬額として年額100百万円以内
と決議いただいております。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

ハ．社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。
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④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・他の法人等の重要な兼職の状況は「２.会社の現況 (3)会社役員の状況 ①取締役の状況」に記載のと
おりであります。

・社外取締役（監査等委員）井上昌治氏は、株式会社ロングリーチグループ、KLab株式会社、ファー
ストキッチン株式会社、株式会社ザッパラス、アララ株式会社、株式会社DECEM及び富士通コンポ
ーネント株式会社の社外取締役等を兼職しておりますが、当社と各兼職先との間には特別の関係はあ
りません。

・社外取締役（監査等委員）近田直裕氏は、近田公認会計士事務所、興亜監査法人、RIZAPグループ株
式会社及び株式会社DECEMの社外取締役等を兼職しておりますが、当社と各兼職先との間には特別
の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取　締　役
（監査等委員） 井 上 昌 治

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出席し、弁護士
としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための意見や助言を述べております。
また、当事業年度に開催された監査等委員会13回すべてに出席し、
監査結果についての意見交換等、専門的見地から適宜必要な発言を行
っております。

取　締　役
（監査等委員） 近 田 直 裕

当事業年度に開催された取締役会14回すべてに出席し、公認会計士
及び税理士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための意見や助言を述べており
ます。
また、当事業年度に開催された監査等委員会13回すべてに出席し、
監査結果についての意見交換等、専門的見地から適宜必要な発言を行
っております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の
額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切で
あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業
務）である財務デュー・デリジェンス業務を委託しており、対価を支払っております。また、当社の連結
子会社の一部は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非
監査業務）である財務諸表の調査業務を委託しており、対価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株
主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定し
た監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由
を報告いたします。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保
するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．法令等及び定款、社内規程に基づき、コンプライアンスの意識を向上し、適正な業務執行が行われる
べく、教育・啓蒙を行い、その執行を徹底・監督し、問題があった場合に就業規則等に則り適正に処
分する。

ロ．内部通報規程その他社内規程に基づき、業務執行に係るコンプライアンス違反及びその恐れに関して
通報・相談を受け付けるための内部通報制度を適正に運用する。

ハ．業務執行に関する法令及び定款への適合性に関しては、内部監査、監査等委員会監査、会計監査人監
査等の実施により確認する。監査等委員会は、その結果を、被監査部門にフィードバックするととも
に、取締役会に報告する。また、必要かつ適正な是正処置を行うものとする。

ニ．業務執行の適正を確保するために、反社会的勢力及び団体からの不当な要求には民事及び刑事の両面
から法的対応を行うとともに、反社会的勢力及び団体への資金提供は絶対に行わない。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る取締役会議事録、稟議書等の情報は、法令及び社内規程に基づき文書（電磁的
媒体によるものも含む。）によって適正に作成・保存・管理し、保存期間中は必要に応じて取締役（監査
等委員である取締役を含む。）、会計監査人等が閲覧、謄写可能な状態とする。必要に応じ運用状況の検
証、社内規程等の見直しを行い、運用状況等について定期的に取締役会に対し報告を行う。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．事業上のリスク管理に関する基本方針や体制を定めた規程に基づくリスク管理体制を構築、運用する。
ロ．事業上のリスクとして、コンプライアンスリスク、情報システムリスク、信用リスク等を認識し、個々

のリスクに対応する社内規程・マニュアルの整備、見直しを行う。
ハ．事業活動上の重大な事態が発生した場合には、対策本部を設置し迅速な対応を行い、被害・損失の拡

大を防止するとともに被害・損失を最小限にとどめるための体制を整備する。
ニ．内部監査規程に基づき、計画的な内部監査を実施し、法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危

険のある事項が発見された場合には、取締役社長に適切に報告を行うとともに、当該事項の是正措置
の実施状況に関してフォローアップを行う。

ホ．社会の秩序や安全、企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して、ステークホル
ダーの信頼を損なうことのないよう、毅然とした姿勢をもって臨み、反社会的勢力及び団体とは一切
の関係を遮断する。反社会的勢力及び団体の不当な要求から取締役（監査等委員である取締役を含
む。）、使用人その他関係者の安全を確保するとともに、反社会的勢力及び団体による被害の防止の
ための措置を行う。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役会は、全取締役それぞれが割当てられた業務を適切かつ効率的に執行し、迅速な意思決定が行

えるようその体制を構築並びに維持するほか監視監督を遂行する。
ロ．取締役会は中期経営計画及び予算を策定し、全社的な目標を設定するとともに、定期的に実施状況を

モニタリングし、その結果並びに取締役の業務執行状況を取締役会に対し適宜報告する。
ハ．取締役社長、常勤取締役及び随時取締役社長が指名する使用人により構成される経営会議において、

会社経営と業務執行に関する重要事項を審議し、経営機能の強化に努める。
ニ．業務執行に関する責任者及びその責任範囲、執行手続きの詳細については、組織規程、業務分掌規程、

職務権限規程その他社内規程に定めるところによる。
⑤　当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、関係会社管理規程に基づき、主要な子会社及び主要な関連会社に対する適切な経営管理を行う
とともに、必要に応じて指導、支援及びモニタリングを行う。
イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　子会社における重要事項については、関係会社管理規程及び職務権限規程に基づき、予め当社の承
認を得る。また、関係会社管理規程に基づき、重要事項その他の職務執行状況は、適宜、取締役会、
経営会議等へ報告する。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、子会社の事業を取り巻く様々なリスクの顕在化の未然防止又は最小化のために、適切な会
議等を必要に応じ開催し、リスクの把握及び適切な対策を講じる。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、子会社の機関設計及び業務執行体制につき、子会社の事業、規模、当社グループ内におけ
る位置付け等を勘案の上、定期的に見直し、効率的にその業務が執行される体制が構築されるよう、
監督する。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　コンプライアンス管理規程その他の社内規程に基づき、子会社における業務活動が法令等遵守の意
識のもと行われる体制とする。

⑥　監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人(補助使用人)を置くことを求めた場合における
当該取締役及び補助使用人に関する事項並びに当該取締役及び補助使用人の監査等委員でない取締役か
らの独立性に関する事項

イ．監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会と協議の上、監査等委員会の職務を補助する取締役及
び使用人を合理的な範囲で配置するものとする。

ロ．当該取締役及び補助使用人の任命、異動、評価、懲戒、給与等の改定に関しては、監査等委員会の意
見を尊重した上で行うものとし、当該取締役及び補助使用人の監査等委員でない取締役からの独立性
を確保するものとする。
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⑦　監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への
報告に関する体制
イ．監査等委員でない取締役及びその他使用人は、法令・定款違反行為、不正行為その他当社の業務又

は業績に影響を与える重要な事実に関して、これを発見したときは、監査等委員会に都度報告する。
なお、監査等委員会は、いつでも必要に応じて監査等委員でない取締役及びその他使用人に対して
報告を求めることができる。

ロ．内部監査、内部通報制度の運用状況・結果に関しては、担当部門・組織は、監査等委員会に対して
報告を行う。

⑧　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査等委員会は、会計監査人、内部監査を担当する部門・組織、子会社の監査役と情報交換に努め、

連携して当社及び子会社の監査の実効性を確保するものとする。
ロ．監査等委員会は、経営会議その他重要な社内会議に出席し、その議事録を閲覧、謄写することがで

きる。
ハ．取締役社長と監査等委員会との定期的な会議を開催し、意見・情報の交換を行える体制とする。

⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制
イ．当社は、透明で公正な経営姿勢を貫き、信頼性のある財務報告を作成するために、財務報告に係る

内部統制が有効に機能するための体制の構築、整備及び運用を行う。
ロ．財務報告における不正や誤謬が発生するリスクを管理し、業務執行の適正化を推進するとともに、

財務報告に係る社内規程の適切な整備及び運用を行う。
ハ．財務報告に係る内部統制の仕組みが適正かつ有効に機能することを継続的に監視及び評価を実施し、

問題があれば必要な改善並びに是正を行うとともに、関係法令との適合性を確保する。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　コンプライアンス体制について

　当社は、ＳＫＩＹＡＫＩ行動規範及びコンプライアンス管理規程を制定しております。社内のコンプラ
イアンスの意識を向上し、適正な業務執行が行われるよう、全従業員を対象としたコンプライアンス研修
等を実施し教育・啓蒙に努めております。また、法的課題が考えられる場合は法務担当者が相談窓口とし
て事前相談を受ける等、コンプライアンス違反の予防対策を講じております。
　万一、コンプライアンス違反等の問題が発生した場合には、就業規則等に則り適正に処分することにし
ております。また、当社は内部通報規程を制定しております。同規程に則り、内部通報窓口を設け、業務
執行に係るコンプライアンス違反及びその恐れに関して通報・相談を受け付けることができるようにし、
早期発見、早期対処が実現できるよう、コンプライアンスの実効性向上に努めております。

②　取締役の職務執行について
　当社は、定時取締役会を毎月１回開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令上定め
られている決議事項及び経営方針等の経営に関する重要事項や業務執行の意思決定を行うほか、取締役の
業務執行の監視、監督を行っております。

③　リスク管理体制について
　当社は、リスク管理体制を構築し、企業コンプライアンスを実現するために、会社組織や業務に係る各
種規程を整備し、その適正な運用を行ってまいりました。
　また、経営を取り巻く各種リスクについては、適宜、担当部門管掌取締役もしくは経営会議や取締役会
において審議の上、対処してきております。

④　監査等委員会について
　監査等委員会は、毎月１回の定時監査等委員会の開催に加え、重要事項等が発生した場合、必要に応じ
て臨時監査等委員会を開催しております。
　監査等委員会監査は、常勤の監査等委員を中心に年度監査計画に基づき実施しており、監査等を通じて
発見された事項等については、監査等委員会において審議されており、必要に応じ取締役（会）に対して
助言もしくは勧告を行っていくこととしております。
　また、常勤の監査等委員は定時取締役会並びに臨時取締役会及び経営会議等の重要な会議に常時出席し
ており、取締役の業務執行について適宜意見を述べ、業務執行の全般にわたって監査しております。
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４．会社の支配に関する基本方針
　現在のところ、買収防衛策導入の予定はありません。

５．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、経営基盤の一層の強化と積極的な事業展開に備え、必要な資金の確保を優先していく方針ですが、
一方で、株主への利益還元を最重要経営目標の一つとして位置付けており、財務体質の強化や将来の事業拡大
のための内部留保の充実を図りつつ、毎期の業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。
　2020年１月期においては、当連結会計年度の業績に鑑み、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。
　なお、当社は、株主の皆様への機動的な利益還元を行うため、定款の定めにより、剰余金の配当を取締役会
の決議によることとしております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年１月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

2,851,134
1,600,092

621,383
2,565

472,582
203,732

△49,223
289,835
15,284

672
951

13,660
47,796
32,392
15,403

226,753
88,765
89,826
15,368
64,939

△32,146

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 2,113,366

買 掛 金 567,482
1年内返済予定の長期借入金 3,648
未 払 金 45,953
未 払 法 人 税 等 48,183
前 受 金 63,017
預 り 金 796,985
前 受 収 益 530,551
そ の 他 57,544

固 定 負 債 8,986
長 期 借 入 金 8,986
負 債 合 計 2,122,353

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 992,208

資 本 金 577,591
資 本 剰 余 金 550,597
利 益 剰 余 金 △135,633
自 己 株 式 △346

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △1,905
為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,905

非 支 配 株 主 持 分 28,313
純 資 産 合 計 1,018,616

資 産 合 計 3,140,969 負 債 純 資 産 合 計 3,140,969
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2019年 2 月 1 日から
2020年 1 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,899,028
売 上 原 価 3,482,788
売 上 総 利 益 1,416,240
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,316,389
営 業 利 益 99,851
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 16
還 付 消 費 税 等 9,557
受 取 家 賃 240
そ の 他 2,318 12,132

営 業 外 費 用
支 払 利 息 65
為 替 差 損 234
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 84,896
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 864
そ の 他 785 86,846

経 常 利 益 25,136
特 別 利 益

持 分 変 動 利 益 3,343 3,343
特 別 損 失

減 損 損 失 188,804
出 資 金 評 価 損 4,817 193,621

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 165,142
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 75,658
法 人 税 等 調 整 額 808 76,467
当 期 純 損 失 241,609
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 16,297
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 225,312

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2019年 2 月 1 日から
2020年 1 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 554,267 521,073 120,958 △346 1,195,952

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 23,324 23,294 46,618

剰 余 金 の 配 当 △31,280 △31,280

親会社株主に帰属する当期純損失 △225,312 △225,312

非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 6,230 6,230

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当
連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 23,324 29,524 △256,592 － △203,744

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 577,591 550,597 △135,633 △346 992,208

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計為 替 換 算

調 整 勘 定
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 － － 29,820 1,225,773

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 46,618

剰 余 金 の 配 当 △31,280

親会社株主に帰属する当期純損失 △225,312

非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 6,230

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当
連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △1,905 △1,905 △1,506 △3,412

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △1,905 △1,905 △1,506 △207,157

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △1,905 △1,905 28,313 1,018,616

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2020年１月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
敷 金 及 び 保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

2,574,283
1,426,884

516,666
173

133,196
472,040
25,534
△211

384,191
12,743

672
12,070
15,388
15,388

356,060
3,757

219,721
84,905
32,307
15,368
24,000

△24,000

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 1,952,720

買 掛 金 434,033
未 払 金 41,391
未 払 費 用 19,249
未 払 法 人 税 等 44,209
前 受 金 62,838
預 り 金 789,692
前 受 収 益 530,551
そ の 他 30,751
負 債 合 計 1,952,720

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 1,005,755

資 本 金 577,591
資 本 剰 余 金 551,561

資 本 準 備 金 551,561
利 益 剰 余 金 △123,051

そ の 他 利 益 剰 余 金 △123,051
繰 越 利 益 剰 余 金 △123,051

自 己 株 式 △346

純 資 産 合 計 1,005,755
資 産 合 計 2,958,475 負 債 純 資 産 合 計 2,958,475

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2019年 2 月 1 日から
2020年 1 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,688,590
売 上 原 価 2,513,407
売 上 総 利 益 1,175,183
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 996,950
営 業 利 益 178,232
営 業 外 収 益

受 取 利 息 13
還 付 消 費 税 等 9,557
業 務 受 託 料 2,535
受 取 家 賃 10,317
そ の 他 1,153 23,576

営 業 外 費 用
為 替 差 損 241 241

経 常 利 益 201,566
特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 337,943
出 資 金 評 価 損 4,817 342,761

税 引 前 当 期 純 損 失 141,194
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68,829
法 人 税 等 調 整 額 808 69,638
当 期 純 損 失 210,832

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2019年 2 月 1 日から
2020年 1 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

純 資 産
合 　 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 　 　 計資本準備金 資本剰余金

合　　　計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 554,267 528,267 528,267 119,061 119,061 △346 1,201,249 1,201,249

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 23,324 23,294 23,294 46,618 46,618

剰 余 金 の 配 当 △31,280 △31,280 △31,280 △31,280

当 期 純 損 失 △210,832 △210,832 △210,832 △210,832

当 期 変 動 額 合 計 23,324 23,294 23,294 △242,112 △242,112 － △195,494 △195,494

当 期 末 残 高 577,591 551,561 551,561 △123,051 △123,051 △346 1,005,755 1,005,755

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年３月23日
株式会社SKIYAKI

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 末　村　あおぎ ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 田 　 裕 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社SKIYAKIの2019年２月１日から2020年１月31日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社SKIYAKI及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年３月23日
株式会社SKIYAKI

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 末　村　あおぎ ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 田 　 裕 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社SKIYAKIの2019年２月１日から2020年１月31
日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2019年２月１日から2020年１月31日までの第17期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並
びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の
方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠して、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内
部監査室その他内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業
務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、会社の内部監査室から監査の結果の報告
を受けるとともに、常勤監査等委員が子会社の監査役を兼務しており、子会社の取締役会に出席し事業
の報告を受け、必要に応じて説明を求め意見を表明いたしました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、特段指摘すべき事項は認め
られません。今後も当社グループのコーポレートガバナンスの充実及び内部統制の徹底に関する取組
みについて、その取組み状況を注視してまいります。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年３月26日
株式会社ＳＫＩＹＡＫＩ　監査等委員会

取締役（常勤監査等委員） 豊 田 洋 輔 ㊞
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 井 上 昌 治 ㊞
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 近 田 直 裕 ㊞

（注）　監査等委員井上昌治及び監査等委員近田直裕は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す
る社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　監査等委員でない取締役６名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ。）６名全員が、本総会終結の時をもって
任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判断してお
ります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

１

みや
宮

せ
瀬

たく
卓

や
也

(1974年４月19日)

1997年４月 株式会社ソニー・ミュージックエンタテインメ
ント　入社

1,520,000株
（注）

2000年３月 株式会社ブラッドエンタープライズ　取締役就
任

2001年５月 トイビィー・エンタテインメント株式会社　取
締役就任

2002年２月 同社　代表取締役就任
2010年１月 当社　入社
2010年２月 当社　取締役就任
2010年６月 当社　代表取締役社長就任（現任）
2016年12月 株式会社Ararik　代表取締役就任（現任）
2019年１月 株式会社SKIYAKI APPS　取締役就任
2019年12月 SKIYAKI 65 Pte. Ltd.　取締役就任（現任）

SKIYAKI 82 Inc.　取締役就任（現任）
［取締役候補者とした理由］
宮瀬卓也氏は、2010年６月に当社代表取締役に就任し当社の経営を牽引して参りました。経営者としての豊富な
経験と幅広い人脈により当社の事業に大きく寄与していることから、引き続き取締役として選任をお願いするもの
であります。

（注）代表取締役社長 宮瀬卓也氏の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社Ararikが所有する株式数を含めた実質
所有株式数を記載しております。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

２

さか
酒

い
井

しん
真

や
也

(1982年12月14日)

2008年12月 太陽ASG有限責任監査法人（現太陽有限責任監
査法人）　入所

45,000株

2012年10月 公認会計士登録
2013年10月 当社　入社
2014年１月 当社管理グループ　財務・経理部マネージャー

就任
2015年４月 当社GAグループ　担当取締役就任
2015年10月 当社FAグループ　担当取締役就任（現任）
2017年12月 Remember株式会社　取締役就任（現任）

［取締役候補者とした理由］
酒井真也氏は、公認会計士として財務経理部門及び管理部門についての豊富な知識と経験を有し、2015年４月か
ら当社取締役として、当社の企業価値の向上に寄与して参りました。その知識と経験は当社において不可欠である
ことから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

３

な
那

す
須

 
　

あつし
淳

(1981年９月３日)

2006年６月 当社　入社

85,000株

2012年10月 当社FCグループ（現PROグループ）　マネージ
ャー就任

2013年６月 当社PCグループ（現PROグループ）　担当取締
役就任

2014年８月 当社PCグループ（現PROグループ）　担当取締
役退任

2014年９月 当社PCグループ（現PROグループ）　マネージ
ャー就任

2016年１月 当社経営企画室　室長就任
2016年10月 当社事業企画室（現BFグループ）　室長就任
2017年４月 当社事業企画室（現BFグループ）　担当執行役

員就任
2018年４月 当社技術開発室（現BFグループ）　担当取締役

就任（現任）
［取締役候補者とした理由］
那須淳氏は、当社事業部門及び開発部門の要職を務め、当社の企業価値の向上に寄与して参りました。その知識と
経験は当社において不可欠であることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

４

こ
小

く
久

ぼ
保

とも
知

ひろ
洋

(1974年６月27日)

1997年４月 富士写真フイルム株式会社（現富士フイルムホ
ールディングス株式会社）　入社

5,000株

2001年２月 光画印刷株式会社　入社
2002年11月 株式会社オン・ザ・エッヂ　入社
2007年４月 株式会社ライブドア　執行役員就任
2012年１月 NHN JAPAN株式会社　入社
2012年６月 株式会社Cerendip　代表取締役就任
2013年12月 株式会社Diverse　取締役就任
2019年４月 当社第二技術開発室（現BFグループ）　担当取

締役就任（現任）
［取締役候補者とした理由］
小久保知洋氏は、多くのIT企業で要職を務め、データ分析を中心としたIT分野において豊富な知識と経験を有して
おり、2019年４月から当社取締役として、当社の企業価値の向上に努めて参りました。その知識と経験は当社に
おいて不可欠であることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

５

※
たま
玉

がみ
上

むね
宗

と
人

(1966年６月15日)

1991年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行）
入行

－

2006年４月 コスモ・コミュニケーションズ株式会社　執行
役員就任

2007年８月 株式会社ニトリ　入社
2015年４月 株式会社ニトリホールディングス　執行役員就

任
2016年４月 同社　上席執行役員就任
2017年６月 同社　常務取締役就任
2018年６月 RIZAPグループ株式会社　入社
2019年４月 同社　執行役員就任
2020年１月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

入社　社長補佐就任
2020年４月 株式会社蔦屋書店　経営企画室長（就任予定）

［取締役候補者とした理由］
玉上宗人氏は、株式会社ニトリホールディングス及びRIZAPグループ株式会社の要職を歴任し、その経歴を通じて
培われた企業経営に関する豊富な経験と幅広い見識を有しております。その知識と経験を当社の経営に活かすた
め、新たに取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

６

※
ひろ
廣

た
田

まさ
政

とも
智

(1984年12月19日)

2012年11月 株式会社ホープインターナショナル　入社

－
2015年８月 GMOペイメントゲートウェイ株式会社　入社
2017年10月 同社　営業部マネージャー就任
2018年10月 当社　入社　経営企画室長就任（現任）
2019年12月 SKIYAKI 82 Inc.　取締役就任（現任）

［取締役候補者とした理由］
廣田政智氏は、前職での営業部門において豊富な業務経験を有しており、2018年10月の当社入社以来、経営企画
室長として当社グループ事業の推進及びグループ会社管理に尽力し、当社の企業価値の向上に努めて参りました。
その知識と経験を当社の経営に活かすため、新たに取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．玉上宗人氏は、現在及び過去５年以内において、2017年10月26日まで当社の親会社であったカルチュア・コンビ

ニエンス・クラブ株式会社の業務執行者であります。
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査
等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

１

とよ
豊

だ
田

よう
洋

すけ
輔

(1981年５月31日)

2009年７月 当社　入社

140,000株

2010年４月 当社　管理部マネージャー就任
2012年５月 当社　ADグループ担当取締役就任
2014年１月 当社　内部監査室室長就任
2016年４月 当社　取締役（常勤監査等委員）就任（現任）
2016年５月 株式会社ロックガレージ　監査役就任（現任）

株式会社29ers　監査役就任
2018年７月 株式会社MSエンタテインメント・プランニング

（ 現 株 式 会 社 S K I Y A K I  L I V E  
PRODUCTION）　監査役就任（現任）

2018年８月 株式会社ピーリンク（現株式会社3DAY）　監査
役就任（現任）

［取締役候補者とした理由］
豊田洋輔氏は、当社管理部門の要職を歴任し、経営及び当社グループ全般に関する豊富な知識と経験を有してお
り、2016年４月から当社の監査等委員である取締役として、当社の企業価値の向上に寄与して参りました。その
知識と経験は当社において不可欠であることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

２

いの
井

うえ
上

しょう
昌

じ
治

(1961年７月29日)

1984年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行）
入行

－

1997年10月 司法試験合格
2000年４月 第一東京弁護士会登録
2001年12月 株式会社総合医科学研究所（現株式会社総医研

ホールディングス）　社外監査役就任
2009年９月 弁護士法人マーキュリー・ジェネラル　入所（現

職）
2015年４月 当社　社外監査役就任
2016年３月 KLab株式会社　社外取締役（監査等委員）就任

（現任）
2016年４月 当社　社外取締役（監査等委員）就任（現任）
2017年７月 株式会社ザッパラス　社外取締役（監査等委

員）就任（現任）
2017年11月 アララ株式会社　社外取締役（監査等委員）就

任（現任）
［社外取締役候補者とした理由］
井上昌治氏は、弁護士としての専門的見地及びIT業界に関する豊富な知識に加え、当社の顧問弁護士を務めていた
ことで当社の状況にも通じていることから、その深い見識に基づく当社の経営への助言を期待し、引き続き社外取
締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営
に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判
断しております。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

３

ちか
近

だ
田

なお
直

ひろ
裕

(1969年12月19日)

1992年４月 中央新光監査法人　入所

－

1995年４月 公認会計士登録
2004年７月 中央青山監査法人　社員就任
2006年８月 近田公認会計士事務所　所長就任（現任）
2006年９月 税理士登録
2009年６月 興亜監査法人　代表社員就任（現任）
2011年６月 健康ホールディングス株式会社（現RIZAPグル

ープ株式会社）　監査役就任
2016年６月 RIZAPグループ株式会社　社外取締役（監査等

委員）就任（現任）
2018年４月 当社　社外取締役（監査等委員）就任（現任）

［社外取締役候補者とした理由］
近田直裕氏は、公認会計士及び税理士としての専門的見地並びに企業会計及び税務に関する豊富な知識と経験を有
していることから、その深い見識に基づく当社の経営への助言を期待し、引き続き社外取締役として選任をお願い
するものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．井上昌治氏及び近田直裕氏は、社外取締役候補者であります。
３．井上昌治氏及び近田直裕氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は、本総会

終結の時をもって井上昌治氏が４年、近田直裕氏が２年となります。
４．当社は、井上昌治氏及び近田直裕氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、両取締役が職務を行うに
つき善意でかつ重大な過失がないときは、当社定款の定めにより法令に定める最低責任限度額としており、井上昌
治氏及び近田直裕氏の再任が承認された場合は、両氏との間の当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、井上昌治氏及び近田直裕氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おります。両氏の再任が承認された場合は、引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
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第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　2019年４月22日開催の第16期定時株主総会において補欠の監査等委員である取締役に選任されました竹澤大
格氏の選任の効力は、次期定時株主総会開始の時まででありますが、本総会において監査等委員である取締役全
員（３名）の選任をお願いしていることとの兼ね合いから、当該監査等委員である取締役の任期と補欠の監査等
委員である取締役の任期を整合させるため、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合
に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をあらためてお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

たけ
竹

ざわ
澤

だい
大

かく
格

(1968年１月29日)

1990年10月 司法試験合格

－

1993年４月 第一東京弁護士会登録
松嶋・寺澤法律事務所　入所

1997年９月 ウィットマン・ブリード・アボット・アンド・モルガン法
律事務所入所

1998年４月 米国ニューヨーク州弁護士登録
2014年12月 汐留総合法律事務所　所長就任（現任）
2015年５月 当社　法律顧問就任（現任）
2016年３月 株式会社キャリア　社外取締役就任（現任）
［補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由］
竹澤大格氏は、弁護士としての専門知識、経験等に基づき、監査等委員として経営全般の監視
と有効な助言を期待して、補欠の監査等委員である社外取締役として選任をお願いするもので
あります。
また、同氏は過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませ
んが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断してお
ります。

（注）１．竹澤大格氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．竹澤大格氏の選任が承認され、かつ、同氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、当社は同氏との間で、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当社定款の定めにより法令に定める最低責任限度額としておりま
す。

３．竹澤大格氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員要件を満たしており、同氏の監査等委員である取
締役の選任が承認され、かつ、同氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、当社は同氏を独立役員として
指定し、同取引所に届け出る予定であります。

以　上
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